
 

 

 

事例 2-1-8：事業承継センター株式会社 

「中小企業の円滑な事業承継や引退する経営者を支援する企業」 

 

東京都港区の事業承継センター株式会社（従業員４名、資本金 1,000万円）は、役員４名全員が中小企業診断5 

士の資格を有し、事業承継のコンサルティングを行う企業である。企業へのコンサルティングのほか、自治体か

らの受託業務として事業承継セミナー、後継者塾、事業承継に関する個別訪問相談なども行っている。 

同社への相談者は、事業を続けるべきか判断に悩んでいることも多い。そのような場合、事業継続について相

談者自身が判断できるように、まずは自社の収益や資産の状況などを「見える化」し、今後の事業見通しを立て

る支援を行う。その上で、家族で話し合う機会を設けることを勧めている。家族にも自社の状況を理解してもら10 

い、今後の事業の方向性について経営者の考えを聞いてもらうことが、意思決定の後押しになるという。決断後

は、承継や廃業の形態に応じた支援を実施する。 

同社の金子一徳社長は、「経営者、後継者双方の立場に立ったコンサルティングが重要である。」と言う。例え

ば親族内承継の場合、後継者は、事業の現場は分かっていても、借入金などの財務状況を正確に把握していない

ことが多い。また、経営者は、後継者にとって借入金は重荷ではないか不安に感じることがあるが、実は後継者15 

は気にしていないということも多い。そのため、同社が第三者として間に入り、経営者と後継者の間で情報を整

理することで、円滑な事業承継につなげている。 

自社の状況を踏まえ、廃業を決断した相談者に対しては、廃業計画の作成を支援している。取引先などに迷惑

をかけないための、資金繰り、資産の売却などについてアドバイスしている。 

相談者が経営者を引退した後の人生設計の支援も行っている。例えば、引退後にやりがいや収入を失う経営者20 

も多いため、活躍の場として一般社団法人や NPOの設立を推奨している。これまでとは異なる形で人の役に立つ

ことで、新たな充実感を得られる人が多い。 

金子社長は、「相談者は抱えている悩みがそれぞれ違う。悩みに耳を傾け、それに応じた専門性の高い支援を行

うことが大切である。当社では、事業承継の専門家として『事業承継士』という資格を作り、500人以上を育成し

た。今まで以上に、事業承継をする方をサポートできる体制を整えていきたい。」と語る。 25 
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